
鳥取県県土整備部若手技術者育成支援モデル業務試行要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、若手技術者の育成支援のため、県土整備部（各総合事務所県土整備局及び各県

土整備事務所を含む。以下同じ。）が試行的に発注する建設工事に係る測量等業務（以下「モデル

業務」という。）の落札者を総合評価競争入札（地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167

条の 10 の２第３項に規定する総合評価一般競争入札であって、落札者決定の基準を数式等により

明確にする等した本県独自の制限付一般競争入札（地方自治法施行令第 167 条の５の２の規定に

基づき入札参加者の資格を定めて行う一般競争入札をいう。）をいう。以下同じ。）により決定する

場合について、当該入札に係る調達公告（以下「調達公告」という。）、平成 24年鳥取県告示第 223

号（測量等業務の制限付一般競争入札に参加する者の公募に係る一般的事項等について）で規定す

るもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において使用する用語の意義は、鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成

19 年鳥取県規則第 76 号）で使用する用語の例による。 

 

（業務の選定） 

第３条 発注機関は、総合評価競争入札で発注する「土木関係建設コンサルタント業務」のうち、発

注機関が必要と認めたものを対象とする。 

 

（入札参加条件） 

第４条 発注機関は、業務により測量等業務の受託者を決定しようとするときは、次に掲げる入札参

加条件を設けるものとする。 

配置技術者の条件 

（１）管理技術者 

ア 調達公告の属する年度の４月１日における年齢が 45 歳以下の者を管理技術者に配置する   

  こと。 

イ 資格要件は「鳥取県測量等業務制限付き一般競争入札実施要綱」（以下、「要綱」という。） 

に準ずる。 

（２）管理補助技術者 

ア 管理技術者を補助する者として「管理補助技術者」を担当技術者として配置すること。 

イ 資格要件は要綱に準ずる。 

ウ 管理補助技術者は過去５年間（５年前の属する年度の４月１日から前年度の３月３１日

までの間をいう。以下同じ。）以内に完了した業務のうち、「管理技術者」として８５点以

上の業務実績を１件以上有すること。 

 

（落札者の決定） 

第５条 発注機関は、業務に係る業務の予定価格の範囲内で有効な入札をした者について、その者の

提示した入札書に基づき、鳥取県県土整備部測量等業務総合評価競争入札実施要領（令和４年３月

31 日付第 202100319756 号県土整備部長通知）第７条第１号に掲げる評価項目を同条第２号に定め

る評価方法で採点評価し、同条第３号で定める方法で審査した後に評価点数が最高の者を落札予

定者とする。ただし、同条第２号（ウ）で規定する技術点数は別表第１で定める採点基準とする。 

 

 

 



（落札した業務の取り扱い） 

第６条 落札したモデル業務について、次のとおり取り扱う。 

内 容 取り扱い 

優良業務表彰 

若手優良業務表彰 
対象とする。 

配置技術者の手持ち業務件数 

管理技術者、照査技術者は地域密着型における手持ち件

数として計上する。 

（管理補助技術者は手持ち件数として計上しない。） 

会社の手持ち業務件数 
地域密着型総合評価競争入札における手持ち業務件数に

含める。（受注件数減点の対象とする。） 

次年度以降の技術者状況調査様式９ 

（85 点以上の実績） 

担当技術者、管理技術者、照査技術者のいずれも計上で

きる。 

会社の業務成績評定点 

（暦年 3 年間の評定平均点） 
計上できる。 

業務実績情報登録（テクリス） 
管理技術者は「管理技術者」として登録すること。 

管理補助技術者は「担当技術者」として登録すること。 

履行確認等の強化 

モデル業務においては「鳥取県県土整備部測量等業務成

果品重点確認実施要綱」第１１条（１）から（３）を準用

し、若手技術者（管理技術者）による主体的な履行を確認

する。また、発注者に対する説明は「管理技術者」が主体

的に行い、「管理補助技術者」はその補助を行うことがで

きる。 

成果品重点確認技術者 
管理技術者、照査技術者を対象とする。 

管理補助技術者は「担当技術者」として取り扱う。 

 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日以後に調達公告を行う測量等業務から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日以後に調達公告を行う測量等業務から適用する。 

 

  



別表第１（第５条関係：土木関係建設コンサルタント業務） 

 

技術点の採点基準 

配点の要素 配 点 

事務所の位置 

当該業務を実

施する地域に

主たる事務所

がある。 

当該業務を実施する地域に技

術者２名以上が勤務する従た

る事務所がある。 

当該業務を実施する地域に、技術者１名以

下が勤務する従たる事務所がある、又は従

たる事務所がない。 

技術者数５名

以上 

技術者数２

名以上 

５名未満 

県内に本店を有する業

者 
準県内業者 

３５点 ２０点 １５点 １０点 ５点 

配置技術者 

（管理補助技術者） 

技術士 ＲＣＣＭ等 その他 

3 点 1.5 点 0 点 

配置技術者 

（照査技術者） 

技術士 ＲＣＣＭ等 その他 

1 点 0.5 点 0 点 

資格停止等 
なし 

2 週間 

以下 

2 週間超～ 

1 月以下 

1 月超～ 

2 月以下 

2 月超～ 

3 月以下 
3 月超 

0 点 -1 点 -2 点 -3 点 -4 点 -5 点 

会社の 

業務成績評定点 

 過去暦年 3年間の評定平均点-65 点 

    10 点 ×  

 35 

 

  



鳥取県県土整備部若手技術者育成支援モデル業務 

入札参加申込書作成要領 

 

鳥取県県土整備部若手技術者育成支援モデル業務試行要領にかかる入札参加申込書の作成につい

ては、平成 24年鳥取県告示第 223 号（測量等業務の制限付一般競争入札に参加する者の公募に係る

一般的事項等について。）制限付一般競争入札参加申込書作成要領及び調達公告に定めるもののほ

か、この要領に定めるところによるものとする。 

 

１ 記載要領（様式第１号 地域密着型関係 技術点に関する調書）  

(１) 配置予定技術者 

ア 配置技術者とする予定の者を記載すること。なお、予定者は各１名までとする。 

イ 配置技術者（管理技術者等）について、技術者番号（技術者状況調査様式の全技術者確認

表で定めた番号）、技術者氏名、調達公告で定める資格の名称、該当部門・科目をそれぞれ該

当欄 に記載すること。 

ウ 入札参加者の管理技術者又は照査技術者（以下「配置技術者」という。）が、県土整備部発

注の対象業務（入札書提出期間の開始日までに選任通知書が提出され、かつ、業務完了通知

書が提出されていない業務に限る。）において同一発注業種の配置技術者（複数の業種からな

る業務における他業種に係る配置技術者を除く。）として選任されている業務（地域密着型

（モデル業務含む））がある場合、その全てについて合計欄にその合計件数を記載すること。 

エ 管理補助技術者においては、過去５年間以内に完了した業務のうち、「管理技術者」として

８５点以上の業務実績を１件記載し、配置技術者状況、業務完了年度、成績評定点がわかる

資料をあわせて提出すること。 

 

(２) 配置技術者の資格については、技術者状況調査に基づく報告を行い、応札時に県に登録さ

れている最新のデータとする。 

 

 

２ 電子入札システムの仕様上、応札画面では管理補助技術者を登録する事。 

 

  



様式第１号（地域密着型関係） 

 

技術点に関する調書（若手技術者育成支援モデル業務） 

 

入札参加希望者名：                    

 

業者番号：                    

 

発注業種：  土木関係建設コンサルタント業務   

 

部門・分野：                   

 

１ 配置予定技術者 

 管理技術者 照査技術者 

配置予定技術者 

番号・氏名 
    

調達公告で定める資格の名

称（技術士、ＲＣＣＭ等） 

名称（         ） 

該当部門・科目        

（             ） 

名称（         ） 

該当部門・科目        

（             ） 

手持ち業務※の状況 計       件 計      件 

配点        点（B） 

※地域密着型における通常業務＋モデル業務 

 

 管理補助技術者 

配置予定技術者 

番号・氏名 
  

調達公告で定める資格の名

称（技術士、ＲＣＣＭ等） 

名称（         ） 

該当部門・科目        

（             ） 

配点           点（A） 

85 点以上業務実績※ 
完了年度    年度 

業務名 

※過去５年間の「管理技術者」に限る 

 

配置技術者点数（A）+（B）＝     点 

 


